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パートタイマー等就業規則 

 

第１章 総  則 

 

（目的） 

第１条 この就業規則は、社会福祉法人千葉シニア（以下、「当法人」という）のパートタイマ 

ー・アルバイト（以下、「パートタイマー等」という）の労働契約の内容について必要事 

項を定めるものである。 

 

（尊守義務） 

第２条 当法人およびパートタイマー等は、この規則を守って互いの人格や立場を尊重し、当 

法人の発展とより良い職場づくりに努力しなければならない。 

 

（適用範囲） 

第３条 この規則では、職員就業規則第２条第２項第１号に定める従業員の就業に関する事項 

を定める。 

 

（雇用管理者） 

第４条 パートタイマー等の雇用管理の改善等に関する事項を管理するため、短時間雇用管理 

者を選任する。 

 

第２章 採用および人事 

 

（採用および労働条件通知書の交付） 

第５条 パートタイマー等の採用は、就業希望者のうちから公正に審査選考のうえ決定する。 

２ パートタイマー等の採用にあたっては、所定の労働条件通知書およびこの規則の写し 

を交付して労働条件を明示する。 

 

（提出書類） 

第６条 パートタイマー等として採用された者は、採用の日から１週間以内に次の書類を提出 

しなければならない。 

（１）履歴書 

（２）誓約書および身元保証書 

（３）通勤経路に関する届出 

（４）行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下
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「番号法」という。）に定める個人番号カード、通知カード又は個人番号が記載さ

れた住民票の写し若しくは住民票記載事項証明書（個人番号カード又は通知カー

ドについては提示の場合は原本の提示、送付の場合は写しの送付による。） 

（５）前号の通知カード又は個人番号が記載された住民票の写し若しくは住民票記載事

項証明書に記載された事項がその者に係るものであることを証するものとして番

号法に定める書類（但し、対面で本人確認を行う場合は原本を提示するものとす

る。） 

（６）その他当法人が必要と認めた書類 

２ 提出書類の記載事項に変更があったときは、速やかに当法人に届け出なければならな 

い。 

  ３ 第１項第４号で取得する個人番号の利用目的は次の通りとする。 

（１）給与所得・退職所得の源泉徴収事務 

（２）健康保険・厚生年金保険届出・申請事務（対象者のみ） 

（３）雇用保険届出・申請事務（対象者のみ） 

（４）雇用関連の助成金申請事務（対象者のみ） 

 

（雇用期間） 

第７条 パートタイマーの雇用期間を定める場合には１年以内の期間とし、労働条件通知書に 

おいて個別に期間を示す。 

２ アルバイトの雇用期間は通常の場合２ヵ月以内とする。ただし、季節的繁忙期に限っ 

て雇用する場合の雇用期間は４ヵ月以内とすることがある。 

 

（契約の更新） 

第８条 前条による契約期間は、更新することがある。 

 

（職場等の変更） 

第９条 業務上必要がある場合には、職場または仕事の内容を変更することがある。 

 

第３章 服務規律 

 

（服務規律） 

第１０条 パートタイマー等の服務規律については、職員就業規則第１２条から第１３条、同 

第１６条から第１９条の規定を準用する。 

 

第４章 勤  務 
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（始業・終業の時刻ならびに休憩時間） 

第１１条 所定労働日、始業・終業時刻および休憩時間ならびに休日については、個別の労働 

契約により定める。 

  ２ パートタイマー等に、原則として所定労働時間外、深夜および次条に定める休日に 

勤務させることはない。ただし、やむを得ない事情がある場合は、本人の同意を得て 

上記の勤務をさせることがある。この場合、法定労働時間の８時間を超えないものと 

する。なお、所定労働時間を超えて勤務させた場合には、通常の賃金を支給するもの 

とする。 

 

（出退勤） 

第１２条 パートタイマー等の出退勤については、職員就業規則第４２条の規定を準用する。 

 

（入場の禁止および退場） 

第１３条 次の各号の一に該当するパートタイマー等は出勤させないか、または退勤を命じる 

ことがある。 

（１）法令または本規則によって就業または職場への出入りを禁じられている者 

（２）業務上必要でない危険物、有害物を所持する者 

（３）当法人内において秩序を乱す者 

（４）前各号のほか、業務に支障を与えるおそれのある者 

 

（欠勤） 

  第１４条 病気その他やむを得ない事由により欠勤する場合は、事前に所属長に届け出なけれ  

ばならない。ただし、事前に届け出ることができないときは、事後速やかに届け出な 

ければならない。 

 

（遅刻および早退） 

第１５条 遅刻、早退または勤務中に外出しようとするときは、あらかじめ所属長の承認を受 

けなければならない。ただし、緊急やむを得ない事由のときは、事後速やかに承認を 

受けなければならない。 

 

（育児時間） 

第１６条 生後１年に達しない乳児を育てる職員が育児時間を請求した場合は、通常の休憩時 

間のほかに１日につき２回、それぞれ３０分の育児休憩を与える。ただし、無給とす 

る。 

 

（出張） 
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第１７条  所属長は、業務上必要とする場合は、パートタイマー等に出張を命ずる。出張その 

他業務上の必要から当法人以外で勤務する場合で、勤務時間を算定しがたいときは、 

所定の勤務時間を勤務したものとみなす。ただし、当該業務を遂行するためには、通 

常所定労働時間を超えて労働することが必要になる場合においては、当該業務に関し 

て、その遂行に通常必要とされる時間勤務したものとみなす。 

２ 第１項の出張をする場合には、別に定める旅費規程により旅費を支給する。 

 

（年次有給休暇） 

第１８条 ６ヵ月継続勤務し、所定就業日数の８割以上勤務したパートタイマー等には週所定 

    に応じて別表のとおり年次有給休暇を与えるものとする。 

２ 年次有給休暇は、パートタイマー等の請求により与えられるものとする。ただし、 

 務繁忙等業務の都合によりやむを得ないときは、時季の変更を求めることがある。 

３ 年次有給休暇の残日数は、次年度に繰り越すことができるものとする。 

   ４ 年次有給休暇により休んだ期間については、勤務したものとして通常の賃金を支給 

    とする。 

 

週所定
勤務 
日数 

1年単位の 
労働日数 

勤続年数および年次有給休暇日数 

6ヵ月 1年 
6ヵ月 

2年 
6ヵ月 

4年 
6ヵ月 

4年 
6ヵ月 

5年 
6ヵ月 

6年 
6ヵ月 
以上 

4日 169～216
日 7日 8日 9日 10日 12日 13日 15日 

3日 121～168
日 5日 6日 6日 8日 9日 10日 11日 

2日 73～120日 3日 4日 4日 5日 6日 6日 7日 

1日 48～ 72日 1日 2日 2日 2日 3日 3日 3日 

 

５ 職員就業規則第３１条第８項に基づき、従業員の過半数を代表する者との間で協 

 を締結した場合には、年次有給休暇について計画的に付与することができる。 

 

（特別休暇） 

第１９条 パートタイマー等の特別休暇については、職員就業規則第３３条に基づき特別休暇 

を与える。 

 

（子の看護のための休暇） 

第２０条 パートタイマー等のうち、次の各号のいずれにも該当する者に限り、「育児休業・短 

時間勤務規程」に定める子の看護のための休暇を取得できる。ただし、無給とする。 
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（１）引き続き雇用された期間が６ヵ月以上である者 

（２）１週間の所定労働日数が２日を超える者 

 

（育児休業） 

第２１条 パートタイマー等は、「育児・介護休業に関する規則」に定める育児休業制度を利用

することができる。 

２ 育児休業の期間は無給とする。 

 

（介護休業） 

第２２条 パートタイマー等にあっては、「育児・介護休業に関する規則」に定める介護休業制

度を利用することができる。 

２ 介護休業の期間は無給とする。 

 

（公民権行使の時間） 

第２３条 パートタイマー等の公民権行使の時間については、職員就業規則第３６条の規定を 

準用する。 

 

（業務上傷病休業） 

第２４条 パートタイマー等の業務上傷病（通勤途上を除く）による傷病のために必要な場合 

は、当法人は、当該療養に必要な休業を与える。 

２ 休業中の給与は、職員就業規則第６９条第１項第２号による。ただし、最初の３日 

 間は平均賃金を支払う。 

 

（業務上の都合による休業） 

第２５条 当法人は、経済の変動その他業務の都合により操業が困難となった場合または 

天災地変等やむを得ない事由があるときは、パートタイマー等の全部または一部 

を休業させることがある。 

２ 休業の時期および日数は事前に通知する。 

３ 休業が当法人の責めによるものであるときは、平均賃金の６０%の休業手当を支 

給する。 

 

第５章 賃  金 

 

（賃  金） 

第２６条 パートタイマー等の賃金は時間給とし、勤務時間に応じて支給する。 

２ 時間給の改定は毎年４月に行う。ただし、必要がある場合は、臨時に改定すること 
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がある。  

３ 賃金の計算期間は、前月１日から当月末日までとし、毎月１５日に支払う。ただし、 

１５日が休日にあたる場合はその前日に支払うものとする。 

４ 前項の規定にかかわらず、パートタイマー等が退職し、または解雇された場合に、 

本人が請求したときは給与支払日の前であってもすでに行われた勤務に対する給与を 

支払う。 

５ 賃金は、本人に直接全額通貨で支払う。ただし、源泉所得税、社会保険料その他当 

法人と協定したものについては支払いの際に控除する。 

６ 前項の定めにかかわらず、本人の同意を得た場合には本人が指定する金融機関への 

振込みによって給与を支払うものとする。この場合、振込み先の指定は所定の様式に 

よって行わなければならない。 

７ 給与の支払いにあたっては、支給額および諸控除額等の内訳を記載した給与支払明 

細書を交付する。 

  

（勤務時間の端数の計算） 

第２７条 １か月の合計勤務時間によって勤務時間に端数が生じた場合には、１５分以下の端 

数は切り捨て、１６分以上は３０分に切り上げて計算するものとする。 

  

（昇給） 

第２８条 １年以上勤務し、成績の優秀なパートタイマー等については、その勤務成績、職務 

遂行能力等を考慮して、昇給する。 

２ 昇給は、原則として年１回とし、４月に実施する。 

 

（賞与） 

第２９条 パートタイマー等には賞与を支給しない。 

 

（退職功労金） 

第３０条 パートタイマー等に対しては、原則として退職金は支給しない。ただし、永年勤続 

し特別の功労があった場合には、特別功労金を支給することがある。 

 

第６章 退職および解雇 

 

（退職） 

第３１条 パートタイマー等が次の各号の一に該当する場合には、退職とする。 

（１）労働契約において定めた雇用期間が満了し、契約を更新しないとき 

（２）退職を願い出て承認を得たとき、または、退職願届出後１４日を経過したとき 
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（３）雇用期間の定めのないパートタイマー等の定年は６５歳とし、満６５歳の誕生日 

の属する月の末日をもって退職とする。ただし、本人が希望し、解雇事由又は退 

職事由に該当しない者については、７０歳まで継続雇用する。 

  （４）死亡したとき 

 

（普通解雇） 

第３２条 パートタイマー等の普通解雇については、職員就業規則第５６条の普通解雇の規 

定を準用する。 

 

（解雇の制限） 

第３３条 パートタイマー等の解雇の制限については、職員就業規則第５７条の解雇の制限の 

規定を準用する。 

 

（解雇予告および解雇予告手当） 

第３４条 パートタイマー等の解雇予告および解雇予告手当については、職員就業規則第５８ 

条の解雇予告および解雇予告手当の規定を準用する。 

 

（雇用契約終了の予告） 

第３５条 当法人は、期間の定めのある労働契約の更新により、１年を超えて引き続き使用す 

るに至ったパートタイマー等に対して期間の満了により労働契約を終了させる場合に 

は、少なくとも３０日前までにその旨を予告する。 

 

第７章 表彰および懲戒 

 

（表彰および懲戒） 

  第３６条 パートタイマー等の表彰および懲戒については、職員就業規則第１０章に定める規 

      定を準用する。 

 

第８章 安全衛生 

 

（目的および遵守義務） 

第３７条 当法人は、パートタイマー等の健康管理およびその増進に努め、災害予防のための 

安全設備および職場環境の改善充実に努めるものとする。 

２ パートタイマー等は、前項の設備および環境の整備改善に努力し、法令または安全 

および衛生に関する事項を遵守して健康の保持および災害の防止に努めなければなら 

ない。 
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    （災害時の措置） 

第３８条 パートタイマー等は、火災その他の災害を発見し、またはその危険を予知したとき 

は、臨機の処置をとるとともに、直ちに上司および関係者に連絡し、正規職員と互い 

に協力して、その被害の拡大を防止するように努めなければならない。 

 

（健康診断） 

第３９条 職員就業規則第６５条の健康診断の規定を準用する。 

 

（就業の禁止） 

第４０条 他人に伝染するおそれのある疾病にかかっている者、または疾病のため他人に害を 

及ぼすおそれのある者、その他医師が就業を不適当と認めた者は、就業を禁止する。 

 

第９章 災害補償および社会保険等 

 

（災害補償） 

第４１条 パートタイマー等が業務上負傷し、または疾病にかかったときは、労働基準法およ 

び労働者災害補償保険法の規定に従い、療養補償、障害補償、休業補償を行う。 

 

（社会保険の適用） 

第４２条 当法人は、継続勤務するパートタイマー等が、健康保険、厚生年金保険および雇用 

保険の被保険者となる資格があるときは、必要な手続きを行う。 

    

第１０章 教育訓練 

 

（福利厚生） 

第４３条 パートタイマー等の福利厚生については、職員と同様の取扱いとする。 

 

（教育訓練） 

第４４条 当法人は、新たに採用したパートタイマー等に対して採用後３ヵ月以内に業務上必 

要な事項を教育する。また、職員と職務内容が同一のパートタイマー等に対しては、 

職員と同様の教育訓練を実施する。 

２ 前項のほか、パートタイマー等の職務内容、成果、能力、経験等に応じ教育訓練を 

 実施し、又は外部受講を指示することがある。 

 

（自己啓発義務） 

第４５条 パートタイマー等は、当法人の行う教育訓練を受ける義務を有するとともに、自ら 
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も進んで自己啓発に努め、自己研鑽および自己の職業能力開発および向上に積極的に 

取り組まなければならない。 

 

第１１章 職員への転換 

 

（職員への転換） 

第４６条 １年以上勤務し、職員への転換を希望するパートタイマー等については、次の要件 

を満たす場合、職員として採用し、労働契約を締結するものとする。 

（１）１日８時間、１週４０時間の勤務ができること 

（２）所属長の推薦があること 

（３）面接試験に合格したこと 

２ 前項の場合において、当法人は当該パートタイマー等に対して必要な教育訓練を行 

う。 

３ 年次有給休暇の付与日数の算定および退職金の算定においてパートタイマー等とし 

 ての勤続年数を通算する。 

 

第１２章 雑  則 

 

（職員就業規則等の準用） 

第４７条 この規則に定めがない事項については、職員就業規則および関連規程を準用して適 

用する。 

 

（疑義の解釈） 

第４８条 本規則の解釈に関して疑義が生じた場合の判断は理事長が行う。 

 

（細則等） 

第４９条 この規則に規定するもののほか、実施の細部についての必要な事項は、理事長が定 

める。 

 

（規則の改正） 

第５０条 この規則の改正は、従業員の代表者の意見を聴いたうえ、理事会の議決により行う。 

 

附  則 

 １．この規則は、平成 24年２月 13日から施行する。 

２．この規則は、平成 31年 4月 1日より改正して施行する。 

3．この規則は、令和２年 1月 22日より改正して施行する。 


